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第２３期第６回渡島海区漁業調整委員会議事録

１ 開催日時 令和８年６月３日（水）１３：００～

２ 開催場所 函館国際ホテル

３ 出席委員 阿部 国雄、上見 孝男、髙野 勇一、若山 唯敏、藤野 勝德、
吉田 直樹、西山 武雄、柴田 一 、水口 忠行、三上 浩、
髙津 哲也、瀧川 久市、木村 俊広

４ 臨 席 者 渡島総合振興局産業振興部水産課 水 産 課 長 佐藤 岳志
漁業管理係長 能登 公輝

５ 事 務 局 事務局長 吉崎 耕平

６ 議 題
議案第１号：特定水産資源に関する令和８管理年度における漁獲可能量の当初配分案等に

ついて（答申）
議案第２号：定置漁業権の取得に係る漁業法第７２条第１項に規程される適格性について

（答申）
議案第３号：知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期間について（答申）
議案第４号：海洋水産資源開発促進法に基づく北海道えりも以西太平洋海域マツカワ資源

管理協定の認定について（答申）
議案第５号：まつかわ資源の保護を図るため全長３５センチメートル未満魚の採捕を制限する

委員会指示について
７ 報告事項

（１）定置漁業権に係る資源管理の状況等の報告について(報告）

８ その他

議 事

吉崎局長 ただいまから第23期第６回の渡島海区漁業調整委員会を開会いたします。
開会にあたり、阿部会長からご挨拶を申し上げます。

阿部会長 開催にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。
本日は、何かとお忙しい中、各委員さんを始め、ご来賓の渡島総合振興局から、

佐藤水産課長を始め、関係者の皆様にご出席いただき、厚くお礼申し上げます。
また、今回から、新たに就任された木村委員が加わっております。
よろしくお願いします。
さて、６月に入りまして、渡島管内を代表する漁業であるいか釣り漁業が始まりま

した。例年では、昨日が初競りでありましたが、本年も見送くられ、２年連続という
厳しい状況を迎えております。
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また、昨年はＴＡＣ数量の超過により、「小型するめいか釣り漁業」の採捕停止や定
置網の休漁という事態も生じました。令和８管理年度の北海道のＴＡＣ配分量につい
ては、6,600トンと大幅に増枠しており、同様な事は起こらないものと承知しておりま
す。 先週発表された函館水産試験場の調査では、スルメイカが漁獲されず、２００
１年以降最も低い値と発表がありましたが、昨年を取り戻すように、今後、渡島管内
沖合に漁場が、長期間形成され、豊漁になることを願っているとともに、今年の漁獲
状況も見ながら、現地の意見を伝えていくことが大事であると認識しております
近年は海洋環境の変化に加え、中東情勢の不安定化による燃油や資材価格の高騰か

ら、先行きへの不安も高まっております。
水産業を取り巻く漁業環境は、依然として、厳しさを増しておりますが、今後とも、

関係機関が連携し、浜の活力維持に努めてまいりたいと考えております。
さて、本日、ご審議をいただく議案は「特定水産資源に関する令和８管理年度にお

ける漁獲可能量の当初配分案」」などに係る答申や「マツカワの体長制限に関する委員
会指示の発動」の５件と、報告事項が１件ございます。
委員の皆様におかれましては、円滑なご審議をお願い申し上げ、簡単ではあります

が、開会の挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いします。
それでは、木村委員より一言お願いします。

木村委員 ただいまご紹介にあずかりました森漁業協同組合の木村でございます。
この度、新任の海区調整委員として任命されました。
先日、委嘱状をいただきまして、改めまして、本日、ご挨拶させていただきます。
本委員会は、各地域の代表者が集まってる委員構成ということでございまして、各

浜の利益に直接結びつく、そういう委員会と思っております。
皆様と協調しながら、大きく利益が損なうようなことのないよう、そして新しいこ

とにもしっかりとチャレンジできるような、そういう委員として頑張って参りたいと
思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。
簡単でございますけども挨拶とさせていただきます。
今日はどうもありがとうございます。

阿部会長 ありがとうございました。
それでは委員会を進めさせていただきます。

吉崎局長 本日の委員会に、ご臨席を頂いている方々をご紹介させていただきます。
渡島総合振興局産業振興部水産課、堤課長です。

佐藤課長 佐藤です。よろしくお願いいたします。

吉崎局長 同じく、漁業管理係 能登係長です。

能登係長 能登です。よろしくお願いします。

吉崎局長 以上でございます。

阿部会長 議事に入る前に、事務局から出席委員の報告をお願いします。

吉崎局長 本日の出席委員について、ご報告させて頂きます。
総委員数15名中、14名の出席となっております。

阿部会長 総委員数15名中、14名が出席しておりますので、本日の委員会は成立いたします。
次に、委員会規程第８条に基づき、議事録署名委員を指名させていただきます。
森委員と瀧川委員にお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
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(議案第１号) それでは、議案第１号の「特定水産資源に関する令和８管理年度における漁獲可能
阿部会長 量の当初配分案等について」を、事務局より説明いたします。

吉崎局長 それでは、資料１をご覧願います。知事からの諮問文になります。
諮問の内容は、令和８年７月から令和９年６月までを管理期間とする令和８管理年

度のまさば及びごまさば太平洋系群、ずわいがに各系群、まだら北海道太平洋及びま
だら北海道日本海、ぶりの知事管理の漁獲可能量の配分を定めるため、漁業法第16条
第２項の規定に基づき、当委員会の意見を聴くものです。
併せて、さんまに関する令和８管理年度の知事管理の漁獲可能量を変更するととも

に、まさば及びごまさば太平洋系群、まだら北海道太平洋及びまだら北海道日本海に
係る国の留保からの追加配分等に伴う知事管理の漁獲可能量の変更について、同条第
５項において準用する同条第２項の規定に基づき、当委員会の意見を聴くものです。
まず、令和８管理年度のＴＡＣ及びその配分についてでございますが、資料をめく

っていただき、１ページから３ページに、知事が定め、公表しようとする漁獲可能量
案が示されており、４ページには、国の留保からの追加配分等に伴う漁獲可能量の変
更に関して、５ページから７ページには、「令和８年のＴＡＣについて」記載しており
ます。 詳細につきまして、魚種ごとに順次説明して参ります。
５ページ 「令和８年のＴＡＣについて」をご覧願います。これは、本年２月20日

に開催された水産政策審議会資源管理分科会経て国から示された、さば類とずわいが
に、まだら、ぶりに係る令和８管理年度における漁獲可能量の当初配分に基づき｢北海
道｣に定められた数量の概要などを示したものです。
まず、まさば及びごまさば太平洋系群ですが、最大持続生産量（いわゆるＭＳＹ）

を達成する親魚量を管理の目標として、資源管理基本方針で定められた漁獲シナリオ
で算定される、まさばとごまさばのＡＢＣの合計値が、その年のＴＡＣとして設定さ
れています。
まさば及びごまさば太平洋系群の最新の資源評価の結果、MSYを達成する親魚量（SB

MSY）は64万9,000トンに対して、2024年の親魚量は21万5,000トンとMSY水準を大きく
下回る資源状態となっており、今回、設定されたＴＡＣは前年より2万7,000トン少な
い11万2,000トンとなっております。特にまさばについては、過去に観測されなかった
レベルまで顕著な成長および成熟の遅れが見られていることなどから、MSYを達成する
親魚量は48万2,000トンのところ、2024年の親魚量9万7,000トンと限界管理基準値を下
回る資源状態と評価されたことを受け、前年より減少となっております。
令和８管理年度のTAC配分については、日本全体の11万2,000トンに対し大臣許可漁

業に3万9,500トン、北海道に対しては前年から約２割減となる6,900トンが定められて
います。
これは近年の漁獲実績を下回る数量となっており、特に定置漁業における漁獲の積

み上がりが懸念されるところですが、国は昨年度に引き続き、留保を通常時は20％の
ところ35%に引き上げることにより、来遊状況に応じ不足が生じた場合には75%ルール
による追加配分を行うことで、定置漁業の操業が止まることのないような運用を行っ
ていくこととしております。まさば及びごまさば対馬暖流系群については北海道への
配分がないことから説明を割愛いたします。
次に、ずわいがにですが、北海道に関係するのは北海道西部系群とオホーツク海南

部となっております。こちらも、資源管理基本方針に定められた漁獲シナリオに従い、
北海道西部系群については平成９年以降の最大漁獲量を考慮し43トンが設定され、全
量の43トンが北海道に定められています。
また、オホーツク海南部については、近年の最大漁獲量を考慮し、1,000トンがＴＡ

Ｃとして設定され、北海道には125トンが設定されています。
次に、６ページのまだらですが、北海道に関係するものは、まだら北海道太平洋と

まだら北海道日本海となっております。
まだらに関しては、令和６年７月からステップアップ管理のステップ１が開始され、

令和７年７月からはステップ２に進んでいます。
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ステップ２では行政による数量管理や運用方法の試行を行う段階として、都道府県
等の漁獲可能量は試行水準として設定され、管理を行う目安として令和２年から４年
までの毎年の漁獲実績比率の平均値を乗じた試行目安数量が提示されています。
次に、ぶりですが、今般、TAC資源として追加されるものです。ぶりに関しては、昨

年７月からステップアップ管理のステップ１が開始され、本年７月からステップ２に
進むことになりました。漁獲可能量の説明に戻りますが、ぶりについては、ステップ
２の段階にあり、都道府県等の漁獲可能量は試行水準として設定され、管理を行う目
安として令和３年から５年までの毎年の漁獲実績比率の平均値を乗じた試行目安数量
が提示されています。設定方法は、漁獲シナリオで算定された生物学的許容漁獲量(AB
C)を漁獲可能量とし、9万7,000トンのうち試行目安数量1万3,182トンとして設定され
ています。
続きまして、７ページ 「令和８年のＴＡＣについて（変更分）」をご覧願います。

これは、先ほどと同じく５月18日に開催された「水産政策審議会 資源管理分科会」を
経て国から示された、さんまの令和８管理年度における漁獲可能量の変更に基づき｢北
海道｣に定められた、数量の概要などを示したものです。
さんまは国際交渉により我が国の漁獲可能量が定められており、昨年３月のNPFC年

次会合の結果を受けて設定されていましたが、本年４月のＮＰＦＣ年次会合において
新たな管理措置が採択され、５％の削減措置が合意されたことに伴い、国全体の漁獲
可能量が4,069トン減の9万1,554トンとなったものです。
なお、配分については、全さんま、道東小さんま、オホーツクサンマ協議会、岩手小
さんまの４者による確認書に基づき配分が行われており、北海道に対しては3,700トン
が配分されています。
次に、北海道における知事管理区分への配分の考え方について御説明します。
８ページをご覧ください。まさば及びごまさばについては、海域を区分しない「北

海道まさば及びごまさば太平洋系群漁業」による総量管理とし、全量6,900ﾄﾝを同区分
に配分することとしています。
続いて９ページをご覧ください。ズワイガニに係る配分の考え方ですが、①ズワイ

ガニについて国から北海道に数量を定められた系群は、ずわいがに北海道西部系群と
ずわいがにオホーツク海南部の２系群であり、それぞれ別に管理することとしていま
す。②ずわいがに北海道西部系群については、北海道資源管理方針において、北海道
ずわいがに北海道西部系群漁業と北海道ずわいがに北海道西部系群を漁獲するその他
漁業」の２つの管理区分に分けて管理することとしており、配分に係る道の通知にし
たがい、配分比率は９：１としていることから、北海道ずわいがに北海道西部系群漁
業には39トンを配分することとしています。
なお、北海道ずわいがに北海道西部系群を漁獲するその他漁業については、漁獲量

がシェアの８割を構成する知事管理区分には含まれないことから現行水準として管理
することとしています。ずわいがにオホーツク海南部については、知事管理区分が一
つであり北海道ずわいがにオホーツク海南部漁業に125トン全量を配分することとして
います。
続きまして、10ページをご覧ください。まだらに係る配分の考え方ですが、国から

まだら北海道太平洋とまだら北海道日本海の２つについて北海道に数量を定められて
おり、それぞれ別に管理することとしています。また、まだら北海道太平洋は北海道
まだら北海道太平洋漁業に、まだら北海道日本海は北海道まだら北海道日本海漁業に
それぞれ全量を配分します。
なお、近年の採捕数量をみますと今回、国から示された数量を上回っている状況と

なっておりますが、まだら北海道太平洋と日本海に関しては、予期せぬ加入量の増加
や他海域からの資源の移入等が発生した場合に漁獲可能量を追加する規定が国の基本
方針に定められております。
次に 11ページをご覧ください。ぶりに係る配分の考え方ですが、国からぶりについ

て、北海道に数量を定められており、北海道ぶり漁業に全量を配分します。
次に 12ページさんまの道内配分について、ご覧ください。配分の考え方ですが、ま

ず国から配分された数量を、知事許可漁業である、さんま棒受け網及び流し網を対象
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とする北海道さんま漁業の管理区分と、それ以外のその他漁業の管理区分で管理し、
さんま漁業については数量を配分して管理することとし、その他漁業については現行
水準とします。
また、国から配分された3,700トンのうち、全さんまの組合員がオホーツク海海域で

操業するための採捕枠として、1,300トンが配分されており、これは全て「さんま漁業」
に配分することとします。なお、さんま漁業への配分については、直近３カ年の平均
採捕数量の比率により3,600トンを配分することとしております。
全体を通しまして、13ページには「令和７年と令和８年の配分量の比較について」、

参考資料として、水産政策審議会で説明された資源評価結果やNPFC年次会合の結果、
配分案や国の基本方針の改正告示案に係る資料を添付しておりますので、後ほどお目
通し願います。
最後に資料が戻りますが、４ページの「国の留保からの追加配分等に伴う漁獲可能

量の変更について」をご覧下さい。漁獲可能量の変更につきましては、漁業法第16条
第５項において準用する同条第２項の規定に基づき、関係海区漁業調整委員会の意見
を聴くこととされておりますが、これまで、まさば及びごまさば太平洋系群、まだら
北海道太平洋、まだら北海道日本海の漁獲可能量の配分の変更にあたっては、操業に
影響が出ないよう配分の迅速性を確保するために、行政庁の恣意性のない機械的な追
加配分の方法を予め定め、事前に関係海区漁業調整委員会の意見を聴いた上で同意を
得ておくことで、事後報告で対応できるとされてきたところです。
資料中段の「２．令和８管理年度の取扱い」をご覧ください。（１）まさば及びごま

さば太平洋系群に係る75%ルール及び融通に伴う変更については、全量を北海道まさば
及びごまさば太平洋系群漁業から加除することとする。（２）まだら北海道太平洋に係
る漁獲可能量の追加配分による変更については、全量を北海道まだら北海道太平洋漁
業に、まだら北海道日本海に係る漁獲可能量の追加配分による変更については、全量
を「北海道まだら北海道日本海漁業」に配分することとする。
これらは、いずれも北海道資源管理方針の別紙の規定に基づく知事の裁量の余地の

ない機械的な変更であることから、漁業への影響を考慮し、迅速な配分を行うため、
これまで同様に関係海区漁業調整委員会には事後報告で対応させていただきたいとの
ことです。大変長くなりましたが、説明は以上となります。

阿部会長 ただいま、事務局から議案第１号に関する説明がありました。
このことについて、ご質問やご意見等がございましたら、ご発言をお願いします。

上見委員 まだらの関係だが、今ステップ２に入り来年からステップ３、そしてＴＡＣに移行
していく話になっている。地域によって温度差はあると思うが、恵山では、たらはえ
なわ協議会があり操業船が35隻いるが、それ以上に特にまだらを周年操業している一
本釣りの人が多い。この前のＷＥＢ会議の時に、国では一括管理するような話をして
いたが、去年あたりでは恵山地区では10隻ぐらい操業している。沿岸から何マイルか
沖の限られた定位置で操業している。その時に、ＴＡＣで一括管理されてしまえば、
一本釣りの人達も一緒に管理されてしまう。一本釣りをメインで生活している人もい
る。浜に下がって、浜の意見を聴きながら進めてもらわないと、漁業をやる人がいな
くなってしまうと、道のＷＥＢ会議の時にも言ったところ。
国では、ほとんどＷＥＢ会議のステークホルダー会議で決めようとしている。浜の

声を聴いてそれからでなければ、ＴＡＣをこのまま進めていけば、皆さんが生活がで
きなくなる。まき網やトロールのように自分の操業場所に行ってすぐに獲れるもので
あればいいが、時期的には全く一本釣りは獲れない。去年、恵山全体で600トンぐらい
漁獲しているが、漁があった時にどのように区分していくのかも、きちんとしなけれ
ば、我々は沿岸だからＴＡＣ管理をされてしまえば死活問題になってしまう。会長に
は国の方にも、強く要請してもらいたい。

阿部会長 わかりました。今言われた事は、重々当たり前の話で、沿岸潰しのようなのが見え
ているのは、往々にして皆さんご承知のとおりだと思う。
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漁業法を改正した時に、これは沿岸潰しですよと話をした際に、本来はみんな気が
つくべきであったが、70年ぶりの改正でもあるしいいのではと、波に乗ったが、我々
としては、これは単協潰しで沿岸潰しだと話をして、まさに、ステークホルダーを経
て、今ステップアップ２にいる。
本来は漁業者の話を聞いて納得をしたうえで、ステップを段階的に上げていくとの

話が 全然違うような話になっている。
ステップ３に来年行くとは全然なってはいません。ステップ２の段階で考える話と

私は認識しているが、今後に関しては大きく声を上げていきますし、浜の方からも、
どんどん声を上げていただいて阻止をしていかないと駄目だと思っている。
特に、ぶりも定置に入った時に、一番困る問題だと強く言われていますので、しっ

かり対応した中で、国には話をしていきたいと思っている。協力をしていただければ、
皆さんと一緒に歩いて訴えていきたい。水産政策審議会にあがった時には、もう決ま
っている。何を話をしても覆らない。

三上委員 すけそと同じ。

阿部会長 水産政策審議会にあがる前に、浜でなんとかして、みんなで訴えていく形にしたい
と考えていますので、一生懸命、音頭を取りますので、よろしくお願いします。
私も水産政策審議会の委員であるが、実際、みんなテーブルの上で議論している。
浜に対して、実情を聞いて歩いた人は一人もいない。漁業者とずれているところは

そこにある。早めに早めに声を上げていく。声を上げてもすぐ消されてしまうから、
ストでも起こすようなシュプレヒコールをあげなきゃ駄目だと思いますので、上見会
長も先頭に立ってよろしくお願いします。

三上委員 まだらでステークホルダーを開くように言ったほうがいい。

上見委員 会長、今月、水産庁には大きい声で要請をお願いしたい。

阿部会長 系統総会が終わったら、すぐに中央要請に参りますので、その時に強く訴えて参り
ます。上見会長もいますので、時間があれば発言の機会を設けますので、よろしくお
願いします。

木村委員 今、話のあったとおり、ステークホルダーでも意見は聴くけども、反映がされる話
ではないので、その前段でどうにかしていかなければならない。そこを場面を作って
やっていかなければならない。どこまでも資源管理の名目の元に縮小縮小となって行
くので、早い段階で、取り込んで行けるような仕組み作りをやってもらいたい。

阿部会長 木村委員からも言われましたけども、ステークホルダー会議まで行ってしまうと意
見を言ったとしても、「それは承っておきます。」、「承知してございます。」と流されて
しまうので、その前に場面を作って渡島、全道で歩いてもらいたいと思っております
ので、ご協力をお願いいたします。
それでは、第１号議案はよろしいでしょうか。

各委員 （ 「異議なし」 の声 ）

阿部会長 ご意義がないようですので、知事から諮問のありました議案第１号について、当委
員会として、適当である旨、答申することで、ご異議ありませんか。

各委員 （ 「異議なし」の声 ）

阿部会長 ご異議がないようですので、そのように決定させていただきます。
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(議案第２号)

阿部会長 次に、議案第２号の「定置漁業権の取得に係る漁業法第72条第１項に規程される適
格性について」を、事務局より説明をお願いします。

吉崎局長 資料２をご覧ください。現行の定置漁業権の取得に係る漁業法第72条第１項に規程
される適格性について、北海道知事から、当海区委員会に諮問がございました。１ペ
ージが諮問文となります。関係する漁協は、上磯郡漁協となります。２ページをご覧
ください。対象漁業権は、「北斗さけ・いわし定第15号」、免許権者は、山崎 博康さ
んとなっており、今般、山崎 博康さんの死亡に伴い、二男の山崎 学さんが相続す
る内容となり、相続される山崎 学さんの適格性の有無についての諮問となります。
なお、漁業法の関係条文の抜粋を３ページに添付しておりますので、後程お目通し願
います。説明は以上です。

阿部会長 ただいま、事務局から、議案第２号に関する説明がありました。
このことについて、北斗さけ・いわし定第１5号の関係について、関係地区の委員で

あります、西山委員から補足説明などございましたら、説明をお願いいたします。

西山委員 事務局より説明のありました、北斗さけ・いわし定第15号定置漁業権につきまして
は、相続する山崎 学さんは、上磯郡漁協の漁民であり、組合員資格を承継しており、
当組合の組合員資格を有しているところであります。
また、当該漁業権の相続につきましても、相続人は漁業法第72条第１項各号に該当

せず、適格性には、問題ないと考えておりますので、ご審議のほど、よろしくお願い
いたします。

阿部会長 ありがとうございました。ただいま、西山委員から説明がございましたが、適格性
には問題ないとのことでございますが、適格性ありとして、よろしいですか。

各委員 （ 「意義なし」の声 ）

阿部会長 それでは、第２号について、適格性ありとして、知事に答申することで決定いたし
ます。

(議案第３号)

阿部会長 次に、議案第３号の「知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期間につ
いて」、を事務局と振興局から一括して説明いたします。

吉崎局長 説明いたします。諮問させていただく案件につきましては、許可の有効期間が満了
する知事許可漁業の更新等にあたり、漁業法第58条において読み替えて準用する同法
第42条第３項の規定に基づき、制限措置の内容及び申請すべき期間について、当委員
会の意見を聴くものでございます。
今回、対象となる漁業は、本庁処分の「いるか突棒漁業」の道外者と、振興局処分

の「いか釣り漁業(やりいか）」、「小型機船底びき網漁業」３件、「はえ縄漁業」の６件
です。最初に、私から本庁処分の説明を行い、終わりましたら、振興局処分を能登係
長から説明していただきます。資料３－１をご覧ください。諮問文になります。ペー
ジをめくっていただき、３ページをご覧ください。諮問に係る、告示案になります。
従前から行われている漁業であり、許可の更新によるものです。 現許可の有効期間

は、令和８年８月31日をもって満了です。
資料の左側から「漁業種類」、「操業区域」、「漁業時期」、「許可又は起業の認可をす

べき船舶等の数」、「船舶の総トン数」、「漁業を営む者の資格」、「許可または起業の認
可を申請すべき期間」、「備考」となっております。
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前回公示から、「(4)許可又は起業の認可をすべき船舶等の数」が３隻から１隻に変
更となっております。なお、申請すべき期間は、漁業法第42条第２項及び北海道漁業
調整規則第12条第２項の規定により１ヶ月を下回らないらないこととしており、令和
８年６月30日から同年７月31日までを予定しております。４ページ以降に、前回公示
との相違点、制限措置等の取扱い、許可等の基準を添付してございますので、後程お
目通しいただければと思います。資料３－１の説明は、以上でございます。引き続き、
資料３－２の振興局処分について、能登係長から説明してもらいます。

能登係長 それでは、資料３－２をご覧ください。今回、対象となる漁業は、振興局処分のや
りいかを対象とした「いか釣り漁業」、うに及びなまこを対象とした「小型底びき網漁
業」の「うにのみ」、「なまこのみ」、「うに及びなまこ」、たら、めぬけ又はさめを対象
とした「はえ縄漁業」の合計５件となります。各漁業における変更点ご説明させてた
だきます。 １ページ目の「いかつり漁業（やりいか）」に係る告示（案）となります。
まず、「船舶等の数」について、操業区域ごとに順番に説明致します。
操業区域 渡海共第49号は３隻減の14隻、55号は１隻減の３隻。全体では21隻から

１７隻となりました。その他の制限措置については前回の告示から特段変更はござい
ません。「許可又は起業の認可を申請すべき期間」については、令和８年７月３日から
８月３日までとしており、「許可の有効期間」は、令和８年10月１日から令和11年３月
31日までの３年間となります。続きまして２ページ目をご覧ください。
２ページ目が「小型機船底びき網漁業」の「うに」、３ページ目が「なまこ」、４ペ

ージ目が「うに及びなまこ」に係る告示（案）となります。
資料にある制限措置の内容について、前回の告示から特段変更はございません。
いずれも「（６）漁業を営む者の資格」で「共同漁業権又は行使権を有する者」を要

件としているため、「漁業時期」においては「行使承認証に記載された魚種ごとの操業
期間内」とし、「許可又は起業の認可をすべき船舶等の数」も定めないこととしており
ます。「許可又は起業の認可を申請すべき期間」についても、「毎月１日から末日まで」
と、行使承認を受け次第申請することが可能としております。
続きまして、５ページ目をご覧ください。「はえなわ漁業」に係る告示（案）となり

ます。まず、「船舶等の数」について、操業区域ごとに順番に説明致します。
操業区域 松前沖海域は増減はありません。津軽海峡東部海域は６隻減の33隻、全

体では40隻から34隻となっております。
その他の制限措置については前回の告示から特段変更はございません。

「許可又は起業の認可を申請すべき期間」については、令和８年７月３日から８月３
日までとしており、「許可の有効期間」は、令和８年９月１日から令和11年６月30日ま
での３年間となります。説明は、以上でございます。

阿部会長 ただいま、事務局と振興局から、議案第３号に関する説明がありました。このこと
について、ご質問やご意見等がございましたら、ご発言をお願いします。

各委員 （ 「ありません」 の声 ）

阿部会長 ご意見、ご質問がないようですので、知事から諮問のありました「知事許可漁業に
係る制限措置の内容及び申請すべき期間について」、当委員会として、適当である旨、
答申することで、ご異議ありませんか。

各委員 （ 「異議なし」の声 ）

阿部会長 ありがとうございます。ご異議がないようですので、そのように決定させていただ
きます。
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(議案第４号)

阿部会長 次に、議案第４号の「海洋水産資源開発促進法に基づく北海道えりも以西太平洋海
域マツカワ資源管理協定の認定について」を事務局から説明いたします。

吉崎局長 それでは、資料４をご覧願います。知事からの諮問文になります。
資料めくりまして１ページに、経緯が記載されております。
海洋水産資源開発促進法に基づく資源管理協定は、一定の海域において同一資源を

利用する漁業者が共存し、安定的な生産を確保するための自主的な協定であり、この
中で、「北海道えりも以西太平洋海域マツカワ資源管理協定」は、えりも以西太平洋の
全漁業種類(沖合底ひき網、かれい刺し網、底建網、小型定置網、かれい固定式刺し網、
定置網ほか)の漁業者間で平成18年に締結された後、約５年ごとに更新されております。
直近では、本年３月にも前回同様に更新が行われ、４月から協定が有効となっていま
す。最新の協定書の写しが３ページから９ページとなっております。概要が10ページ
「北海道周辺海域で締結されている資源管理協定」の最下段の欄「マツカワ」と記載
された部分に取りまとめてあります。
内容としましては「マツカワ」の資源管理のため、全長35センチ未満のマツカワの

漁獲を制限するもので、漁獲された際には、速やかに海中還元することとされた協定
となっています。次に、11ページから12ページに関係法令をまとめております。
資源管理協定は、海洋水産資源開発促進法第13条に農林水産大臣による認定を受け

ることができる旨、規定されております。
この認定を受けることで、もし対象海域で協定に参加しない漁業者等が居り、これ

らを協定に参加させたい場合には、行政庁に「あつせん」を求めることができるなど、
同法第5、16、17条に規定される効果を受けることができます。なお、道内の資源管理
協定はこれまですべて大臣認定を受けてきております。
続いて14ページをご覧ください。大臣認定までのフローとなりますが一番上、協定

の締結について、令和８年３月に協定の更新が決定され、事務局の北海道ぎょれんに
おいて必要な手続きが行われ、令和８年４月２日に北海道資源管理推進委員会の委員
長である浜中漁協の山﨑組合長から、農林水産大臣あてに認定申請書が提出されまし
た。
協定の対象漁業種類に、いわゆる大臣許可漁業以外の漁業が含まれる場合、大臣は

都道府県知事の意見を聞くことが、同法施行令第８条２項に規定されていることから、
令和８年５月26日付けで、大臣から知事への意見照会がありました。
また、対象漁業種類に漁業権に係る漁業がある場合は、知事は関係海区漁業調整委

員会の意見を聴くことが、同法施行令第８条１項に規定されていることから、今般５
月28日付け漁管第415号で北海道知事から当海区委員会に諮問がありました。
なお、当海区では、15ページのとおりマツカワ資源管理協定のかれい刺し網漁業な

どが対象となっております。当該協定の管理方法は、全長の制限となっておりますが、
本日はこういった本協定の管理の方法等が、漁業調整その他公益上支障を及ぼすもの
ではないと認められるか否かについて意見を賜りたいと思います。

阿部会長 ただいま、事務局と振興局から、議案第４号に関する説明がありました。このこと
について、ご質問やご意見等がございましたら、ご発言をお願いします。
まず、私からですが、いつも髙野委員会からマツカワの件については、意見を言わ

れております。
私から道の方にも訴えて、また栽培公社の方でも、どうしていくかという話もして

るんでございますが、今現状、道からの返答は、まだマツカワの放流については、や
っていただきたいと。ただ、今、伊達事業所の取水ができていないということで閉鎖
をしてございます。そのあおりを受けたマツカワを、例えば瀬棚でやる。そうなると、
他の魚種にも影響が出てくるということで、今後このマツカワについて、どういうふ
うな形に持っていくかということは今、検討してる状況でございますので、その旨お
伝えをしておきます。よろしくお願いいたします。
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髙野委員 それともう1つ。

阿部会長 はい、どうぞ。

髙野委員 今、言ったことは当然のことなんだけども。ここ４，５年前から青森、岩手でマツ
カワがかなり獲れてきている。向こうの方で資源管理協定があるかどうかわからない
が、おそらくこっちの魚が行っているだろうと思う。
我々は負担金を出して放流し資源を増やしている中で、正直に言って、マツカワの

放流事業をみんなもうやめたいと思っている。向こうの方の数量も多くなってきた場
合に、少しでも北海道に協力できないのかという話もした方がいいのではないかと思
う。年々、青森、岩手の方に行ってしまうのではないかと。向こうの方では、資源管
理協定とかは作ってないはず。
はっきり実態は分からないが、自分も、岩手に友達がいるが、北海道の結構大きい

カレイが来ていると聞いている。

阿部会長 それは間違いないと思います。北海道で放流したヒラメが、青森で獲れます。これ、
もう間違いない。だから、間違いなく噴火湾で放流した魚で、行くのは間違いないと
思います。こういったことはやはり道を通じて、同じ海区調整委員会の方に聞いても
らって、負担をお願いするところはやはり負担をお願いする。

髙野委員 こちらも獲るなとは言わない。。

阿部会長 例えば、35センチルールを守ってくださいと。獲っているなら、多少の協力金は出
してくださいとの話は、道と青森で話し合いをしていただきたいと思ってございます
ので、今の意見を取り入れて、道にも、しっかり動くようにお願いいたします。
他、よろしいでしょうか。

各委員 （ 「ありません」 の声 ）

阿部会長 それでは、ご意見、ご質問がないようですので、議案第４号について、当委員会と
して、適当である旨、答申することで、ご異議ありませんか。

各委員 （ 「異議なし」の声 ）

阿部会長 ありがとうございます。ご異議がないようですので、そのように決定させていただ
きます。

(議案第５号)

阿部会長 次に、議案第５号の「まつかわ資源の保護を図るため全長35センチメートル未満魚
の採捕を制限する委員会指示について」を事務局から説明をお願いします。。

吉崎局長 資料５をご覧ください。要請書となっております。
裏面の１ページをご覧ください。５月15日付けで、えりも以西栽培漁業振興推進協

議会、会長から当海区委員会会長あてに要請書が届いております。

要請内容は、昨年同様、えりも以西海域における、マツカワ資源の保護を図るため
の、委員会指示の発動要請でございます。
２ページが要請に係る理由書になります。理由といたしましては、平成18年度から

マツカワの大量放流を実施しており、全長35センチメートル未満の小型魚を保護する
目的で、沿岸・沖合漁業者が一丸となって資源管理を進めている中で、遊漁も含めた
全体の取り組みとしての資源管理が必要との考えから、漁業者、遊漁者がともに取り
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組める資源管理の体制として、委員会指示の発動を要請されたものであります。 要
請内容は、「全長35センチメートル未満のマツカワは採補しない」、「採捕された場合は
速やかに海中還元する。」と昨年と同内容となっております。
続きまして、３ページをご覧ください。こちらは、今回の委員会指示発動に関する

評価調書でございます。これは、事業評価制度に基づく評価で、渡島総合振興局水産
課に指示の内容が妥当であるか、法令に違反、抵触しないかなどの内容の検討を依頼
し、当委員会及び知事部局での検討の結果、資料のとおり、委員会指示の発動は妥当
であり、見直しの必要なしされました。詳細につきましては、後ほど、お目通しいた
だければと思います。続いて、６ページ、７ページが、委員会指示（案）の新旧対照
表となっております。
左側が、今回の令和８年、右側が昨年、令和７年となり、変更箇所は、発動年月日

と指示期間年のみとなっております。なお、発動年月日は、本日決定していただいた
場合、本日付けとなります。
８ページには、委員会指示全文。９ページには、採捕制限海域概略図を添付しており
ます。内容については、先ほどご説明したとおり、発動年月日と指示期間年以外は、
昨年と同内容となっておりますので、後ほどお目通し願います。
10ページから、参考資料として、えりも以西海域における、マツカワ漁獲状況の推

移などを添付しております。10ページの下段、昨年、令和７年度の漁獲状況について
ですが、数量で、約129トン、前年比97.6％、金額で、約１億6,600万円、前年比104.9
％となっております。11ページに、渡島管内でのマツカワ漁獲状況の推移を記載させ
て頂きました。後程、お目通し願います。説明は以上でございます。

阿部会長 ただいま、事務局から、議案第５号に関する説明がありました。
このことについて、ご質問やご意見等がございましたら、ご発言をお願いします。

各委員 （ 「ありません」 の声 ）

阿部会長 他にご意見、ご質問がないようですので、議案第５号について、漁業法第120条第１
項の規定による委員会指示を発動いたしますが、ご異議ありませんか。

各委員 （ 「異議なし」の声 ）

阿部会長 ありがとうございます。ご異議がないようですので、そのように決定させていただ
きます。

(報告事項)
阿部会長 次に、報告事項に入らせて頂きます。報告事項（１）について、事務局から説明

願います。

吉崎局長 それでは、報告資料をご覧願います。知事から報告のありました、令和６年度の定
置漁業権に係る資源管理の状況等の報告になります。
これは、漁業法第90条第１項の規程により、知事が漁業権者から資源管理の状況等

の報告を受け、同条第２項の規程により、当委員会に報告されたものでございます。
報告の対象件数は171件で報告の内容は、資料めくりまして２枚目以降の別紙のとお

りです。２ページをご覧願います。
漁業権毎に報告の内容を記載しております。報告の内容は、漁業法施行規則第28条

第２項、各号に定められた、（１）漁業権の種類及び免許番号、（２）報告の対象とな
る期間、（３）資源管理に関する取組の実施状況、（４）操業日数や漁獲量その他の漁
場の活用の状況、（５）その他の必要な事項で、これらについて、知事が必要と判断し
た内容について、意見を付して報告されるものでございます。



- 12 -

まず、漁業権の種類ですが、定置漁業権、免許番号は記載のとおり、報告の対象と
なる期間は、令和６年度漁期、 資源管理の取組の状況及び漁場の活用の状況につい
ては、知事が漁業者から報告を受けた内容などから、確認した結果が記載されており
ます。その結果、報告対象件数171件はいずれも、適切に資源管理に取り組まれている
と認められ、適切かつ有効に漁場が活用されていると認められております。
説明は以上です。

阿部会長 ただいま、事務局から報告がありましたが、何かご意見、ご質問などございますか。

各委員 （ 「ありません」 の声 ）

阿部会長 本日予定されていた議案は全て終了いたしましたが、その他に何かございませんか。

各委員 （ 「ありません」の声 ）

阿部会長 無いようですので、以上をもちまして本日の委員会は終了いたします。
本日はどうもありがとうございました。

以 上




